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貧困関連用語解説1 

(1) 貧困指標 

用語 解説 

絶対的貧困 
Absolute Poverty 

 

ある最低必要条件の基準が満たされていない状態を示す。一般的には、人間とし

て生存するために最低限必要とされる食糧と食糧以外のものが購入できるだけの

所得または支出水準（＝貧困線）に達していない状態を絶対的貧困と定義する。 
相対的貧困 
Relative Poverty 
 

ある地域社会の大多数よりも貧しい状態を示す。例えば所得が地域内の下位

10％に属する人は、衣食住が満たされていても相対的貧困者となる。また中所得
国以上では、人間の生存の為に最低限必要な食糧と食糧以外の日常品ではな

く、その社会で一般的な生活を送るために必要な収入・支出水準を元に相対的貧

困線を設定する国もある。OECD などでは中位可処分所得の 50％の水準を高所
得国の相対的貧困線と定義している。 

貧困線 Poverty Line 
 

所得または支出水準が最低限の必要を満たす水準が貧困線であり、それに達しな

い層（=貧困者）が全人口に占める割合を貧困率・または指数として示す。これによ
り表される貧困を経済的貧困、所得貧困とも言う。 

国際貧困線 
International Poverty 
Line 

MDGs を機に、国際的な絶対的貧困線として「１日１ドル未満」が設定された。国際
貧困線以下の人口が世界の絶対的貧困者の数であり、その割合が国際貧困率と

して算出される。 
1993 年購買力平価での最貧 15 か国の貧困線の平均が月 32.74 米ドル（一日
1.08米ドル）であったことから、MDGs指標として一日 1ドルの指標が採用された。
最貧国の国別貧困線の各国の物価は異なり、同じ１ドルで購入できるものには大

差があるため、購買力平価（Purchasing Power Parity：PPP）を用いて、米国での
１ドルの購買力に相当するように調整されている。2005 年以降の貧困線は物価上
昇などを加味し、2008年購買力平価における最貧 15か国の貧困線の平均から、
一日 1.25 ドルが国際比較のための絶対貧困線とされている2

。 
国別貧困線 
National Poverty Line 

国ごとの実情を反映し、各国政府が家計調査のデータなどに基づいて独自に設定

したのが国別貧困線である。国内における物価の差異に対応するため、都市、地

方、あるいは地域ごとに設定された異なる貧困線を元に、統計的に国別貧困線を

算出する場合もある。多くの発展途上国では、下記のベーシックニーズ貧困線が

国別貧困線とされている
3
。下記の食糧貧困線とベーシックニーズ貧困線は、国に

より Upper/Lower Poverty Line や、Poverty Line/Extreme Poverty Line など
様々な表現があるため、定義によっていずれであるかを判断する必要がある。 

食糧貧困線 
Food Poverty Line 

人間が生存していく上で、最低限必要なエネルギーを摂取できる支出レベルを算

出したもの。摂取エネルギーは、FAO が提唱する成人の一日に必要なカロリー

（2100 カロリー）を基準に、国ごとに設定される場合が多い。そのカロリーを摂取す
るための基本的な食糧の種類や構成は国ごとに設定され、都市・地方、あるいは

                                                   
1 主に国際協力総合研修所 2008 年 3 月『指標から国を見る～マクロ経済指標、貧困指標、ガバナンス指

標の見方～』

（http://jica-ri.jica.go.jp/IFIC_and_JBICI-Studies/jica-ri/publication/archives/jica/field/pdf/200803_aid02.p
df）、世界銀行（2009）Measuring Poverty and Inequality（http://go.worldbank.org/4WJH9JQ350）を元
に作成。 

2 World Bank (2008) Dollar a Day Revisited （http://go.worldbank.org/SMQ2FCW4J0） 
3 World Bank (2012) Poverty Measurement Methodology by Country 

(http://go.worldbank.org/OP02MEZ880)  

http://jica-ri.jica.go.jp/IFIC_and_JBICI-Studies/jica-ri/publication/archives/jica/field/pdf/200803_aid02.pdf
http://jica-ri.jica.go.jp/IFIC_and_JBICI-Studies/jica-ri/publication/archives/jica/field/pdf/200803_aid02.pdf
http://go.worldbank.org/4WJH9JQ350
http://go.worldbank.org/SMQ2FCW4J0
http://go.worldbank.org/OP02MEZ880


 

 

用語 解説 

地域の差異も配慮される場合がある。 
ﾍﾞｰｼｯｸﾆｰｽﾞ貧困線 
CBN/Basic Needs 
Poverty Line 

ベーシックニーズ費用手法（The Cost of Basic Needs Method: CBN）を用い、食
糧貧困線に非食糧、すなわち衣類、住居、医療などのための最低限の支出金額を

足して算出される。 
非食糧貧困線 
Non Food Poverty 
Line 

非食糧ニーズの種類や構成は国ごとに設定され、都市・地方、あるいは地域の差

異も配慮される場合も多い。また、所得貧困（Income Poverty）という表現がされ
ることが多いが、途上国での貧困率の算出に使用されるのはほとんどの場合支出

に関するデータである 。 
貧困ギャップ率・指数 
Poverty Gap Ratio ・
Index、P１ 

貧困率が貧困の発生頻度を表すのに対し、貧困ギャップ率は貧困の平均的「深さ

（depth）」を表すために用いられる。通常、国別貧困率を元に算出される。 
貧困ギャップ率は、国民の収入または支出が貧困線に対して何パーセント下回っ

ているか（乖離しているか）を、貧困線以上の人々の乖離率をゼロとして計算した数

値である
4
。貧困ギャップ率に貧困線と人口を乗じた数字が、貧困削減のための最

低限の必要な費用であるとされ、政策上の目安となる。 
二乗貧困ギャップ率・指数 

Squared Poverty Gap 

Ratio ・ Index ／ Poverty 

Severity Ratio・Index、P２ 

貧困の極端な「深刻さ（severity）」を表すために用いられる。通常国別貧困率を元
に算出される。二乗貧困ギャップ率は、貧困線からの乖離率を二乗したもので、乖

離率が高ければ（貧困の深刻度が高い）、より大きく数値に反映される。 

 

(2) 不平等指数 

用語 解説 

ジニ係数・指数 
Gini Coefficient, Gini 
Index 

国や地域の所得（または消費）の平等・不平等度を示す指標。完全に平等な社会

では 0 になり、完全に不平等な社会では１となる。なお、世界銀行の統計などでは
パーセンテージ表示のジニ指数（Gini Index）を用いており、完全に不平等な社会
を 100で表す。通常 30から 50の範囲になることが多く、40を超えると社会が不安
定になると一般的に言われている。 

所得階層別の所得ｼｪｱ 
Percentage Share of 
Income or 
Consumption 

ジニ係数を算出する基礎となるもの。人口を所得水準で階層分類し（五分位または

十分位）、国全体の所得のうちそれぞれの階層が占める割合を％で表示。一般的

に、五分位の最下層 20％が全体の 6－10％の消費を行い、最上位 20％が全体
の 35－50％の消費を行っている場合が多い。 

 

(3) 開発指数 

用語 解説 

人間開発指数 
Human Development 
Index：HDI5 

人間開発の 3 つの基本的側面（①寿命、②知識、③生活水準）を総合して、各国
の達成度を測定、比較するための指数。経済指標のみでは表せない国の開発の

度合いを表す尺度として、UNDP が 1990 年に刊行した『人間開発報告（Human 
Development Report）』の中で用い各国のランキングを行ったことに始まる。算出
方法は、①平均寿命指数、②教育指数（成人識字率と初等・中等・高等教育総就

学率）、③GDP指数（１人当たり実質GDP（PPP））について、それぞれの最大値を
1、最小値を 0 として算出し、3つの平均値をとる。 

                                                   
4 World Bank (2009) Handbook on poverty and inequality
（http://issuu.com/world.bank.publications/docs/9780821376133.） 

5 HDI の詳細については UNDP HDI 公式ウェブサイト（http://hdr.undp.org/en/data/about/ ）。一部の情
報 は UNDP 東京事務所から日本語でも入手可能。http://www.undp.or.jp/hdr/global/） 

http://issuu.com/world.bank.publications/docs/9780821376133
http://hdr.undp.org/en/data/about/
http://www.undp.or.jp/hdr/global/


 

 

用語 解説 

2010年よりHDIの派生指標として不平等調整済みHDI（IHDI）が導入されている。
また、それまで発表されていたジェンダー開発指数（GDI）とジェンダーエンパワメ
ント指数（GEM）に代わってジェンダー不平等指数（GII）が、人間貧困指数（HPI）
に代わって多次元貧困指数（MPI）が導入された。 

 

(4) その他 

用語 解説 

ミレニアム開発目標 
(Millennium 
Development 
Goals:MDGs)6 

2000年9月、ニューヨークの国連本部で開催された国連ミレニアム・サミットに参加
した 147 の国家元首を含む 189 の国連加盟国代表は、21 世紀の国際社会の目
標として「国連ミレニアム宣言」を採択した。この宣言と 1990 年代に開催された主
要な国際会議やサミットでの開発目標をまとめたものがMDGsである。MDGsは国
際社会の課題に対して、2015 年までの達成を目指す期限付きの 8 つの目標、21
のターゲット、60 の指標を掲げている。貧困に関する様々な経済的・非経済的指

標が取り上げられているが、その第 1目標が、「一日 1.0 ドルの未満（2005年以降
は 1.25 ドル）の絶対的貧困線以下の人口を半減する」という目標である。 

脆弱度分析と地図化

（Vulnerability Analysis 
and Mapping：VAM）7 

食糧安全保障の観点から、「人々が最低限の厚生水準を維持できないほど、食糧

へのアクセスや食糧消費が急速に低下する可能性」を「脆弱性」と定義し、地域別

の脆弱度を地図化したものが VAM である。WFP が緊急食糧援助を行う際、援助
を最も必要とする人々や地域を選定し、効果的な支援を行うために開発した。 
VAM は、包括的食糧安全保障・脆弱度分析（CFSVA）、食糧安全保障モニタリン
グ・システム、GIS データを用いた空間分析と地図化の 3 つの活動からなる。

CFSVA では、社会政治環境、地理・気象条件、マクロ経済、教育・保健水準、農

業、環境などの観点から食糧安全保障と脆弱性に影響を与える要素を包括的に

分析する。既存のデータに加え、家計調査や市場価格調査などを組み合わせ、

「どのような社会グループ（生計活動や食糧入手手段）が影響を受けやすいか」な

どの分析も行う。 

 

                                                   
6 MDG については国連 MDG 公式ウェブサイト。（http://unstats.un.org/unsd/mdg/default.aspx）一部の情
報については国連広報センター（東京）からも入手可能。（http://unic.or.jp/mdg/index.html） 

7 VAMに関しては WFP VAMウェブサイト（http://www.wfp.org/food-security） 

http://unstats.un.org/unsd/mdg/default.aspx
http://unic.or.jp/mdg/index.html
http://www.wfp.org/food-security


 

 

 

略語表 

略語 正式名称 日本語名 

HDI Human Development Index 人間開発指標 

HDR Human Development Report 人間開発報告書 

ISHI India State Hunger Index 州別飢餓指数 

JNNURM Jawahalal Nehru National Urban 

Renewal Mission 

全国都市部再生ミッショ

ン 

MDG Millenium Development Goals ミレニアム開発目標 

MDMS Mid-Day Meal Scheme 学校給食政策 

MPCE Monthly per Capita Expenditure 1 カ月 1 人当たり支出階

層 

NHDR National Human Development Report 国別人間開発報告書 

NREGA/MGNREGA (Mahatma Gandhi) National Rural 

Employment Guarantee Act 

国家農村雇用保障法（マ

ハトマ＝ガンジー国家農

村雇用保障法 

NSAP National Social Assistance Programme 国家社会支援プログラム 

NSSO National Sample Survey Organization 全国標本調査機構 

OBC Other Backward Class その他後進階級 

OCHA Office for Coordination of Humaniterian 

Affairs 

国連人道調整局 

OECD Organisation for Economic Co-operation 

and Development 

経済協力開発機構 

RMSA Rashtriya Madhyamik Shiksha Abhiyan 全国中等教育推進運動 

RSBY Rashtriya Swasthya Bima Yojana 国民保険制度 

RTE Right of Children to Free and 

Compulsory Education Act 

無償義務教育法 

SC Scheduled Caste 指定カースト 

SSA Sarva Shiksha Abhiyan/Education for All 全国初等教育完全普及計画 

ST Scheduled Tribe 指定部族 

UN United Nations 国際連合（国連） 

UNDP United Nations Development Programme 国連開発計画 

VAM Valunerability Analaysis and Mapping 脆弱性分析・地図 

WFP World Food Programme 世界食糧計画 

WB World Bank 世界銀行（世銀） 



 

 

要約 

 項目 概要 

1 貧困の概況 

 国別貧困率：45.3%（1994）→29.8%（2010 年） 

 初等教育の純就学率や初等教育におけるジェンダーの平

等といった指標で MDGsの達成が見込まれる。 

 国内貧困ラインの基準が低すぎるという批判。1 日 2 ドル

以下を基準にすると、2010年の貧困率は 68.7%。 

 ビハール州の貧困率は 53.5%（国別貧困ライン）。 

 3 歳未満児の栄養状態や識字率、中等教育レベルでのジェ

ンダーの平等、乳幼児死亡率、妊産婦死亡率等に関連する

MDGs目標の達成は困難との予想。 

2 国家開発計画等 

 第 11次 5カ年計画レビュー 

7.9%の GDP 成長率、貧困率を年率 1.5%引き下げ

（2004-2010）、平均年率 3.8%の農業 GDP 成長、初等教育

就学率を 98.3%まで改善、完全予防注射摂取率を年率 2.1%

上昇、妊産婦死亡率は年率 5.8%減尐等を達成。 

 第 12次 5カ年計画 

指定カースト・指定部族等の社会集団間の不平等およびジ

ェンダーの不平等に関心を払う必要があること、農業分野

の発展がインドの包括的発展の成功に重要であること、成

長の加速化には基礎的インフラが必要なことが目標。 

3 
貧困の主な背景･

要因 

 社会集団間格差：指定カーストや指定部族の貧困率が全国

平均を 10ポイント程度上回る 

 牽引役としての都市と課題：世銀の分析によると、都市部

の発展は農村部の貧困削減にも貢献。しかし、都市部で貧

困層が増加するなど都市化は課題を伴う。バンガロール

等、大都市でスラムも拡大するのと予測。 

4 
JICA の課題と貧

困との関わり 

 農村部を中心に、電力アクセスや交通ネットワーク、上下

水道施設といった基礎インフラの整備が進んでいない。 

 電気を使用可能な世帯はインド全体では 75%。農村部では

電気が使用可能な世帯は 66%。 

 ビハール州は、電気使用可能世帯、道路舗装率、上下水道

設備のいずれを見ても数値は低く、貧困率が高い州で基礎

インフラの整備が進んでいない。 

 



 

 i 

図表 1 主要指標一覧（2000-2010 年）8
 

 
                                                   
8 JICA 研究所にて年 3 回改定。https://libportal.jica.go.jp/fmi/xsl/library/public/data/shihyo-p.html
（2012/10/04 アクセス） 

https://libportal.jica.go.jp/fmi/xsl/library/public/data/shihyo-p.html
https://libportal.jica.go.jp/fmi/xsl/library/public/data/shihyo-p.html
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図表 2 州別貧困率（2009-2010 年） 

 
（出所）Planning Commission（2012）„Press Note on Poverty Estimates, 2009-10.‟ 

http://planningcommission.nic.in/news/press_pov1903.pdf （2013/1/28 アクセス） 

 

http://planningcommission.nic.in/news/press_pov1903.pdf
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図表 3 貧困ギャップ率・二乗貧困ギャップ率（2004-2005 年） 

都市部 農村部 

 

  
（出所）ADB (2011) „Understanding Poverty in India‟, pp.24-25. 

http://www.adb.org/sites/default/files/understanding-poverty-india.pdf （2013/2/1 アクセス） 

 

図表 4 貧困ギャップ率推移（1987-1988, 1993-1994, 1999-2000 年） 

 
（出所）Government of India (2005) „Millennium Development Goals: India Country Report 2005‟, p.25 

http://www.unicef.org/india/ssd04_2005_final.pdf （2013/01/24 アクセス） 

http://www.adb.org/sites/default/files/understanding-poverty-india.pdf
http://www.unicef.org/india/ssd04_2005_final.pdf
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図表 5 ジニ係数（2004-2005 年） 

 

 

（出所）Oxford (2010) „HUMAN DEVELOPMENT IN INDIA‟, p.22 

http://www.ncaer.org/downloads/Reports/HumanDevelopmentinIndia.pdf （2013/01/24 アクセス） 

 

 

 

 

 

http://www.ncaer.org/downloads/Reports/HumanDevelopmentinIndia.pdf
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図表 6 HDI指標（1980-2010 年） 

 

 

 
（出所） UNDP ウェブサイト 

http://hdrstats.undp.org/en/countries/profiles/IND.html （2013/01/24 アクセス） 

http://hdrstats.undp.org/en/countries/profiles/IND.html
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図表 7 州別人間開発指標 

 

（出所）Planning Commission（2011）„India Human Development Report 2011: Towards Social Inclusion‟, 

p.257 

http://www.pratirodh.com/pdf/human_development_report2011.pdf （2013/3/13 アクセス） 

 

http://www.pratirodh.com/pdf/human_development_report2011.pdf
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図表 8 MDGs 指標 

 

 

（出所）MOSPI（2013）„Statiscial Year Book, India 2013‟ 

http://mospi.nic.in/Mospi_New/upload/SYB2013/CH-45-MILLENIUM%20DEVELOPMENT%20GOAL/CH

APTER%2045.pdf （2013/02/12 アクセス） 

http://mospi.nic.in/Mospi_New/upload/SYB2013/CH-45-MILLENIUM%20DEVELOPMENT%20GOAL/CHAPTER%2045.pdf
http://mospi.nic.in/Mospi_New/upload/SYB2013/CH-45-MILLENIUM%20DEVELOPMENT%20GOAL/CHAPTER%2045.pdf
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地図 1 インド全土地図 

 

（出所）MapsofIndia http://www.mapsofindia.com/maps/india/india-political-map.htm（2013/01/24 アクセ

ス） 

http://www.mapsofindia.com/maps/india/india-political-map.htm
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地図 2 地域別貧困率（2009-2010 年） 

 

（出所）MapsofIndia http://mapsofindia.com/maps/india/poverty.html （2013/01/24 アクセス） 

 

http://mapsofindia.com/maps/india/poverty.html
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I. インドの貧困概況 

近年、インドの経済発展は目覚しく、ブラジル、ロシア、中国、南アフリカとともに

BRICSの一角を占めている。 

経済発展に伴い貧困削減も進んでいる。インドの国別貧困線9を基準にすると、1994 年

に45.3％であった貧困率は、2010年には29.8％まで改善が進んでいる。また、所得貧困以

外に関しても、初等教育の純就学率や初等教育におけるジェンダーの平等といった指標に

ついて、MDGsの達成が見込まれている。 

こうしたプラスの変化が見られる反面、貧困に関連してインドは依然として多くの問題

を抱えている。貧困率については、上述の通り改善が見られるものの、そもそも国別貧困

線の基準が低すぎるという批判が寄せられており、1日2ドル以下という国際的な基準に従

うと、2010年の貧困率は68.7％まで跳ね上がる。また、国別貧困線を基準とした場合でも、

インド統計局が 2011 年に発表した報告書によると、貧困率の半減という MDGs の目標 1

の達成は危ぶまれている。加えて、都市部と農村部間の格差、および州間格差が大きく、

2009-2010年で最も貧困率が高いビハール州は貧困率が 53.5％に達している。 

所得貧困以外の分野についても課題は多い。3 歳未満児の栄養状態や識字率、中等教育

レベルでのジェンダーの平等、乳幼児死亡率、妊産婦死亡率等に関連する MDGs 目標の達

成は困難と予想されている。 

また、農村部を中心に、電力アクセスや交通ネットワーク、上下水道施設といった基礎

インフラの整備が進んでいない。例えば、電気を使用可能な世帯はインド全体では 75％で

あり、都市部では 96.1％に達するが、農村部では電気が使用可能な世帯は 66％に過ぎず、

都市部と農村部の間で約 30ポイントの開きが生じている。州別では、最も貧困率が高いビ

ハール州は、電気使用可能世帯、道路舗装率、上下水道設備のいずれを見ても数値は低く、

貧困率が高い州で基礎インフラの整備が進んでいない状況が読み取れる。 

地域間格差に加え、社会集団間でも格差が生じている。貧困率が全国平均を 10ポイント

程度上回るなど、指定カーストや指定部族は他の集団に比較して、貧困に関連する様々な

指標で虐げられた状況に置かれている。 

貧困率が低下するなど、貧困状況に改善が見られるインドであるが、MDGs の進捗度や

基礎インフラの整備は遅れており、また、地域間および社会集団間で根強く格差が残るな

ど、多くの課題を抱えている。 

 

                                                   
9 所得または支出水準が最低限の必要を満たす水準が貧困線であり、それに達しない層（=貧困者）が全人
口に占める割合が貧困率となる。インドの貧困線の算出には最低ニーズバスケット（minimum needs 
basket）方式が用いられる。2009-2010 年の貧困線は、1 人当たり 1 ヶ月の支出が都市部で 859.6 ルピ
ー（INR）、農村部で 672.8INRに設定されている。国別貧困線については、貧困関連用語解説および II.1.
（1）を参照。 
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図表 9 貧困関連指標（単位：％） 

指標名 1978 1983 1988 1994 2005 2010 

貧困率（1日 1.25ドル（PPP）） 65.9  55.5  53.6  49.4  41.6  32.7  

貧困率（1日 2ドル（PPP）） 89.0  84.8  83.8  81.7  75.6  68.7  

貧困率（国別貧困線）       45.3  37.2  29.8  

貧困率（農村部）       50.1  41.8  33.8  

貧困率（都市部）       31.8  25.7  20.9  

貧困ギャップ率 

（1日 1.25ドル（PPP）） 

23.2  17.2  15.8  13.6  10.5  7.5  

貧困ギャップ率 

（1日 2ドル（PPP）） 

44.6  38.2  36.7  34.1  29.5  24.5  

貧困ギャップ率（国別貧困線）         8.4  6.2  

貧困ギャップ率（農村部）         9.2  6.8  

貧困ギャップ率（都市部）         5.8  4.5  

（出所）World Bank, World Development Indicators より作成 

http://databank.worldbank.org/ddp/home.do  

 

 

http://databank.worldbank.org/ddp/home.do
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II. 所得貧困による分析 

1. 貧困線とデータ 

(1) インド政府が定める貧困線10
 

インドの貧困線は最低ニーズバスケット（minimum needs basket）方式によって定めら

れる。この方式は、特に食料消費を中心に最低水準の生活を維持するために必要なコスト

をもとに算出される。コストは、必要なカロリー（都市部では 2,100kcal、農村部では

2,400kcal）を満たすために必要な食品の組み合わせである食料バスケットを設定し、その

食料バスケットに含まれる食品を購入するために必要な金額のことである。 

2009-2010 年の貧困線は、1 人当たり 1 ヶ月の支出が都市部で 859.6 ルピー（INR）11、

農村部で 672.8INR に設定されている12。各州の貧困線は物価調整を行いそれぞれの州で算

出される。インド全体および各州の貧困線は図表 10のとおりである。 

ただし、この貧困線の設定が適切か否かについては議論がある。2001 年から公益訴訟と

して最高裁に係属している「食料への権利（the Right to Food）」訴訟で提出された計画委

員会の資料（宣誓供述書：affidavit）にある国別貧困線があまりに低いと NGO 等が計画委

員会を批判した13。この宣誓供述書で示された数字では、一日当たりの貧困線が都市部では

32INR、農村部では 25INR が基準として示されたが、2009-2010 年の基準は一日当たり都

市部で約 28.7INR、農村部で約 22.4INR となっており、宣誓供述書で示された基準よりも

さらに低く設定されている。そのため、貧困線の設定が低すぎるとしてさらに NGO等の批

判を招いている14。 

世銀は、食料バスケットに設定されているカロリーについて、2,400kcalおよび 2,100kcal

というカロリーベースで、十分にカロリーを摂取している人口は尐ないとしている15。特に

農村部では 80％が必要カロリーを摂取できていない「カロリー貧困（calorie poor）」とし

ている。 

                                                   
10 ADB (2011) „Understanding Poverty in India‟, pp.16-18 

http://www.adb.org/sites/default/files/understanding-poverty-india.pdf （2013/2/1 アクセス） 
11 1 ルピー（INR）＝11.415 円（2012 年 9 月 JICA レートより） 
12 Planning Commission（2012）„Press Note on Poverty Estimates, 2009-10‟ 

http://planningcommission.nic.in/news/press_pov1903.pdf （2013/1/28 アクセス） 
13 佐藤創（2011）「インドにおける貧困線をめぐる昨今の騒動について」 

http://www.ide.go.jp/Japanese/Publish/Download/Overseas_report/1111_sato.html#1 （2013/2/8 アクセ
ス） 

14 „Planning Commission further lowers poverty line to 28 rupee/per day‟, India Today, 19 March, 2012 
http://indiatoday.intoday.in/story/india-poverty-line-now-lowered-to-rs-28-per-day/1/178483.html 
（2013/2/8 アクセス） 

15 なお、世銀の評価は 2004-2005 年データに基づいている。World Bank (2011). „Perspectives on Poverty 
in India: Stylized Facts from Survey data‟, p.8 

http://www.adb.org/sites/default/files/understanding-poverty-india.pdf
http://planningcommission.nic.in/news/press_pov1903.pdf
http://www.ide.go.jp/Japanese/Publish/Download/Overseas_report/1111_sato.html#1
http://indiatoday.intoday.in/story/india-poverty-line-now-lowered-to-rs-28-per-day/1/178483.html
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図表 10 州別貧困線（2009-2010 年） 

 
（出所）Planning Commission（2012）„Press Note on Poverty Estimates, 2009-10‟ 

http://planningcommission.nic.in/news/press_pov1903.pdf （2013/1/28 アクセス） 

 

 

 

http://planningcommission.nic.in/news/press_pov1903.pdf
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2. 貧困状況 - 貧困率、貧困ギャップ率 

1994 年以降、国別貧困線に基づく貧困率は順調に改善している。1994 年の貧困率は

45.3％であったが、2010年には 29.8％にまで改善している。また、農村部のほうが都市部

よりも貧困率が高いものの、都市部と農村部の両方で貧困率は改善傾向にある。 

しかし、国際的な基準から見た場合、依然としてインドの貧困率は高いといえる。1日 2

ドル以下を基準とした場合、2010年の貧困率は 68.7％まで上昇する。 

 

図表 11 貧困関連指標（単位：％）（再掲） 

指標名 1978 1983 1988 1994 2005 2010 

貧困率（1日 1.25ドル（PPP）） 65.9  55.5  53.6  49.4  41.6  32.7  

貧困率（1日 2ドル（PPP）） 89.0  84.8  83.8  81.7  75.6  68.7  

貧困率（国別貧困線）       45.3  37.2  29.8  

貧困率（農村部）       50.1  41.8  33.8  

貧困率（都市部）       31.8  25.7  20.9  

貧困ギャップ率 

（1日 1.25ドル（PPP）） 

23.2  17.2  15.8  13.6  10.5  7.5  

貧困ギャップ率 

（1日 2ドル（PPP）） 

44.6  38.2  36.7  34.1  29.5  24.5  

貧困ギャップ率（国別貧困線）         8.4  6.2  

貧困ギャップ率（農村部）         9.2  6.8  

貧困ギャップ率（都市部）         5.8  4.5  

（出所）World Bank, World Development Indicators より作成 

http://databank.worldbank.org/ddp/home.do （2013/3/1 アクセス） 

http://databank.worldbank.org/ddp/home.do
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図表 12 貧困率推移（1951-2006 年） 

 
＊NSS の消費データに基づき Datt と Ravallionが算出した値であるため、国別貧困線に基づく値とは異な

っている。 

（出所）World Bank (2011) „Perspectives on Poverty in India: Stylized Facts from Survey data‟, p.45 

http://publications.worldbank.org/index.php?main_page=product_info&products_id=24028 （ 2013/1/21

アクセス） 

 

インドが定める国別貧困線によると、2009-2010 年で最も貧困率が高いのはビハール州

の 53.5％である。チャッティースガル州が 48.7％、マニプール州が 47.1％、ジャールカン

ド州が 39.1％で続いている。ただし、各州の貧困状況には異なる特徴が見られる。最も貧

困率が高いビハール州は農村部の貧困率が 55.3％、都市部の貧困率が 39.4％でその差は約

15 ポイントである。チャッティースガル州は都市部・農村部間の格差がビハール州よりも

大きく 30ポイント以上の開きが生じている。他方、マニプール州は都市部と農村部でほと

んど貧困率に差がなく、都市部に限ればマニプール州がインド全国の中で最も都市部の貧

困が深刻な州となっている。ビハール州が経済的に低い状態にあることは、MPCE（1カ月

1 人当たり支出階層）からも読み取れる。ビハール州の MPCE は都市部と農村部ともにイ

ンド全体で最も低い値となっている（図表 15、図表 14）。 

2004-2005 年からの改善度を見ると、ヒマーチャル・プラデシュ州、マディヤ・プラデ

http://publications.worldbank.org/index.php?main_page=product_info&products_id=24028


 

 7 

シュ州、マハラシュトラ州、オリッサ州、シッキム州、タミル・ナド州、カルナタカ州、

ウッタラーカンド州では、約 10ポイントかそれ以上、貧困率が改善している。他方、アッ

サム州、マニプール州、メガラヤ州、ミゾラム州、ナガランド州では貧困率が高まってい

る。その他、ビハール州、チャッティースガル州、ウッタル・プラデシュ州では貧困率が

微減にとどまるなど、州によって貧困の改善状況に差が生じている。 

また、州別貧困状況を地図 3 をもとに地理的に把握すると、北東部と東部に貧困率が高

い州が集中していることがわかる。 

図表 13 州別貧困率（2004-2005、2009-2010 年） 

S.No. States 

2004-2005 年 2009-2010 年 

Rural Urban Total Rural Urban Total 

% age of 

Persons 

% age of 

Persons 

% age of 

Persons 

% age of 

Persons 

% age of 

Persons 

% age of 

Persons 

1 Andhra Pradesh 32.3 23.4 29.6 22.8 17.7 21.1 

2 Arunachal Pradesh 33.6 23.5 31.4 26.2 24.9 25.9 

3 Assam 36.4 21.8 34.4 39.9 26.1 37.9 

4 Bihar 55.7 43.7 54.4 55.3 39.4 53.5 

5 Chhattisgarh 55.1 28.4 49.4 56.1 23.8 48.7 

6 Delhi 15.6 12.9 13 7.7 14.4 14.2 

7 Goa 28.1 22.2 24.9 11.5 6.9 8.7 

8 Gujarat 39.1 20.1 31.6 26.7 17.9 23.0 

9 Haryana 24.8 22.4 24.1 18.6 23.0 20.1 

10 Himachal Pradesh 25 4.6 22.9 9.1 12.6 9.5 

11 Jammu & Kashmir 14.1 10.4 13.1 8.1 12.8 9.4 

12 Jharkhand 51.6 23.8 45.3 41.6 31.1 39.1 

13 Karnataka 37.5 25.9 33.3 26.1 19.6 23.6 

14 Kerala 20.2 18.4 19.6 12.0 12.1 12.0 

15 Madhya Pradesh 53.6 35.1 48.6 42.0 22.9 36.7 

16 Maharashtra 47.9 25.6 38.2 29.5 18.3 24.5 

17 Manipur 39.3 34.5 37.9 47.4 46.4 47.1 

18 Meghalaya 14 24.7 16.1 15.3 24.1 17.1 

19 Mizoram 23 7.9 15.4 31.1 11.5 21.1 

20 Nagaland 10 4.3 8.8 19.3 25.0 20.9 

21 Orissa 60.8 37.6 57.2 39.2 25.9 37.0 

22 Puducherry 22.9 9.9 14.2 0.2 1.6 1.2 

23 Punjab 22.1 18.7 20.9 14.6 18.1 15.9 
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S.No. States 

2004-2005 年 2009-2010 年 

Rural Urban Total Rural Urban Total 

% age of 

Persons 

% age of 

Persons 

% age of 

Persons 

% age of 

Persons 

% age of 

Persons 

% age of 

Persons 

24 Rajasthan 35.8 29.7 34.4 26.4 19.9 24.8 

25 Sikkim 31.8 25.9 30.9 15.5 5.0 13.1 

26 Tamil Nadu 37.5 19.7 29.4 21.2 12.8 17.1 

27 Tripura 44.5 22.5 40 19.8 10.0 17.4 

28 Uttar Pradesh 42.7 34.1 40.9 39.4 31.7 37.7 

29 Uttarakhand 35.1 26.2 32.7 14.9 25.2 18.0 

30 West Bengal 38.2 24.4 34.2 28.8 22.0 26.7 

31 Andaman & Nicobar 

Island 

4.1 0.8 3 0.4 0.3 0.4 

32 Chandigarh 34.7 10.1 11.6 10.3 9.2 9.2 

33 Dadra and Nagar 63.6 17.8 49.3 55.9 17.7 39.1 

34 Daman and Diu 2.6 14.4 8.8 34.2 33.0 33.3 

35 Lakshwadeep 0.4 10.5 6.4 22.2 1.7 6.8 

 All India 42 25.5 37.2 33.8 20.9 29.8 

（出所）Planning Commission（2012）„Press Note on Poverty Estimates, 2009-10‟より作成。 

http://planningcommission.nic.in/news/press_pov1903.pdf （2013/1/28 アクセス） 

 

http://planningcommission.nic.in/news/press_pov1903.pdf
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図表 14 州別 MPCE（都市部、2009/2010 年） 

 
（出所）Government of India（2011）„NSS 66th Round, Key Indicators of Household Consumer Expenditure 

in India 2009-2010（Report NSS KI‟66/1.0）‟, p.15 

http://mospi.nic.in/Mospi_New/site/inner.aspx?status=3&menu_id=31 （2013/3/13 アクセス） 

 

 

http://mospi.nic.in/Mospi_New/site/inner.aspx?status=3&menu_id=31


 

 10 

図表 15 州別 MPCE（農村部、2009/2010 年） 

 
（出所）Government of India（2011）‟NSS 66th Round, Key Indicators of Household Consumer Expenditure 

in India 2009-2010（Report NSS KI‟66/1.0）‟,p.14 

http://mospi.nic.in/Mospi_New/site/inner.aspx?status=3&menu_id=31 （2013/3/13 アクセス） 

 

 

http://mospi.nic.in/Mospi_New/site/inner.aspx?status=3&menu_id=31
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地図 3 地域別貧困率（再掲）（2009-2010 年） 

 

（出所）MapsofIndia http://mapsofindia.com/maps/india/poverty.html（2013/01/24 アクセス） 

http://mapsofindia.com/maps/india/poverty.html
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図表 16 州別一人当たり所得（単位：％、INR） 

  2006-2007 
% poor people Per Capita Income 

Chhattisgarh 26.3 3,403 
Delhi 2.9 4,170 
Gujarat 7.2 5,640 
Haryana 6.7 3,611 
Jharkhand 13.6 2,197 
Karnataka 3.7 3,031 
Kerala 9.8 6,514 
MP 10.3 2,718 
Maharashtra 4.6 4,944 
Orissa 7.9 2,464 
Rajasthan 12.2 3,518 
Tamilnadu 12.1 4,131 
Tripura 11.5 2,628 
UP 8.1 3,186 
Utharakhand 10.4 2,164 
WB 10.4 3,402 
Himachal Pradesh 12.7 4,490 
Meghalaya 16.9 3,730 
Nagaland 19.8 5,296 
Punjab 10.7 6,254 
Chandigarh 5.0 4,335 
J&K 6.2 4,910 
Andaman Nikobar 3.6 4,899 
Dadar & Nagar 10.7 4,877 
Daman & Due 6.7 4,126 
Lakshadweep 6.3 3,074 
Goa 3.1 4,244 
Manipur 10.3 3,312 
Mizoram 6.6 6,302 
Sikkim 7.5 4,860 
Pondicherry 15.3 4,807 

（出所）Planning Commission（2011）„Poverty Mapping using Clustering‟  

http://planningcommission.nic.in/reports/sereport/ser/ser_clust1908.pdf （2013/3/1 アクセス） 

http://planningcommission.nic.in/reports/sereport/ser/ser_clust1908.pdf
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3. 格差の状況－ジニ係数、所得階層の分析 

図表 17は、貧困ギャップ率、二乗貧困ギャップ率、ジニ係数の推移を示している。デー

タは 1973-1974年から 2004-2005年までのものであるが、貧困ギャップ率と二乗貧困ギャ

ップ率の数値は大きく改善している。 

他方、ジニ係数は同期間で改善が見られない。2004-2005年のジニ係数は都市部で 0.376、

農村部で 0.306 となっており、1993-1994 年の 0.339 と 0.282 と比較して数値は悪化して

いる。同様の傾向は、州間ジニ係数でも見られ、貧困率が改善する一方で、経済格差が拡

大していることがわかる。 

図表 17 貧困ギャップ率、二乗貧困ギャップ率、ジニ係数 

 
（出所）ADB (2011) „Understanding Poverty in India‟ p.45 

http://www.adb.org/sites/default/files/understanding-poverty-india.pdf （2013/2/1 アクセス） 

 

http://www.adb.org/sites/default/files/understanding-poverty-india.pdf
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図表 18 州間ジニ係数 

 

（出所）Planning Commission（2012）„Twelfth Five Year Plan vol.1‟, p.306 

http://planningcommission.gov.in/plans/planrel/12thplan/welcome.html （2013/2/1 アクセス） 

http://planningcommission.gov.in/plans/planrel/12thplan/welcome.html
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III. 所得貧困以外による分析 

1. 人間開発指標のトレンド、地域･国際比較 

2011年のインドのHDIは 0.547で 187か国中 134位となっている。他の南アジア諸国は、

スリランカが 97 位（0.691）、パキスタンが 145 位（0.504）、バングラデシュが 146 位

（0.500）ネパールが 157位（0.458）となっている。 

1980 年以降の HDI の推移を見ると、数値が一貫して改善していることがわかる。2011

年の HDI は、1980 年の 0.344 に比較して 59％増加している。同じ期間で世界全体の改善

度は22％、中位人間開発国の改善度は50％であり、インドのHDI改善度は他の地域を上回

る伸びを示している。 

 

図表 19 インドの HDIランキング（2011 年） 

 

 
（出所）UNDP（2011）„Human Development Report 2011‟, p.129. 

http://hdr.undp.org/en/reports/global/hdr2011/download/ （2013/2/1 アクセス） 

 

http://hdr.undp.org/en/reports/global/hdr2011/download/
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図表 20 HDI指標（1980-2010 年）（再掲） 

 
（出所） UNDP ウェブサイト 

http://hdrstats.undp.org/en/countries/profiles/PAK.html（2013/01/24 アクセス） 

 

図表 21は、2007-2008年の州別の HDIを示している。1999-2000年と 2007-2008年を

比較すると、インド全体では 0.387 から 0.467 に上昇し、州別ではデリーを除く全ての州

で HDI が上昇している。改善度が最も高かったのはジャールカンド州で、4 割ほどポイン

トが上昇している。続いて、アッサム州やマディヤ・プラデシュ州、オリッサ州でポイン

トが 3割以上上昇している。 

HDI は全体的に改善傾向にあるといえるが、地域間の格差は大きい。ケララ州とデリー

では HDI が 0.7 ポイントを上回るのに対して、ウッタル・プラデシュ州、ジャールカンド

州、マディヤ・プラデシュ州、ビハール州、オリッサ州、チャッティースガル州はポイン

トが 0.4 を下回っている。2011 年の HDIランキングで 0.4 ポイントを下回るのは、172 位

のアフガニスタン（0.398）以下、16カ国で、最下位のチャッティースガル州の 0.358ポイ

ントは、175位のマリ（0.359）にほぼ相当する。 

また、指標別にみると、保健指標と教育指標はそれぞれ 0.563、0.568で比較的高いのに

対して、所得指標は 0.271と他の指標より著しく低い数値となっている。 

 

http://hdrstats.undp.org/en/countries/profiles/PAK.html
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図表 21 州別人間開発指標（再掲） 

 

（出所）Planning Commission（2011）„India Human Development Report 2011: Towards Social Inclusion‟, 

p.257 

http://www.pratirodh.com/pdf/human_development_report2011.pdf （2013/3/13 アクセス） 

 

http://www.pratirodh.com/pdf/human_development_report2011.pdf
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2. 基礎インフラへのアクセス 

電力や交通といったインフラの不備は経済成長の阻害要因である16。多くの場合、インフ

ラは都市部から整備され、農村部は後回しにされる。以下、電力インフラ、上下水道及び

交通インフラの整備状況を概観する。 

 

(1) 電力インフラ 

図表 22 以下は光源を示した図表である。2011 年時点で、光源に電気を使用する世帯は

インド全体で 67.2％である。しかし、都市部と農村部で電気使用可能世帯の割合は大きく

異なっている。都市部では 92.7％の世帯が電気を使用可能であるのに対して、農村部 55.3

は％に過ぎず、前述の通り農村部の電力インフラ整備が後回しにされている状況が読み取

れる。 

州別で見ると、最も電気使用可能世帯が尐ないのがビハール州で、その割合は 16.4％に

過ぎない。その他、アッサム州、ジャールカンド州、オリッサ州、ウッタル・プラデシュ

州で電力使用可能世帯率が 5 割以下にとどまっているが、これらの州は貧困率も高い州で

ある。また、これらの州の特徴として都市部と農村部の格差が大きいことがあり、両者の

間に約 50ポイントの違いが生じている。 

貧困率が高いものの電気使用可能世帯率が比較的高い州としては、マニプール州とチャ

ッティースガル州、マディヤ・プラデシュ州がある。 

電気の次に使用されるのが灯油（kerosene）である。インド全体では 31.4％の世帯で光

源として灯油を使用しており、電気使用率が低い地域では、灯油が主要な光源となってい

る。最も灯油を使用する世帯が多いのはビハール州で、2011年時点で 82.4％の世帯が灯油

に依存している。2001 年時点では 89.3％の世帯が灯油に依存していたことから、10 年間

でほとんど状況に変化がないことがわかる。光源に灯油を使用する世帯が 50％を超えるの

は、ウッタル・プラデシュ州（61.9％）、アッサム州（61.8％）である。 

電灯がない世帯が最も多い州はアルナーチャル・プラデシュ州で、10.5％の世帯が電灯を

使用していない。 

 

                                                   
16 ADB（2011）‟ Understanding Poverty in India‟, p.235 
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図表 22 世帯が使用する光源の内訳（％） 

  
（出所）Ministry of Home Affairs (2011) „Census 2011: Source of Lighting 2001-2011‟ 

http://www.censusindia.gov.in/ （2013/2/1 アクセス） 

 

http://www.censusindia.gov.in/
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図表 23 世帯が使用する光源の内訳（都市部、％） 

  

（出所）Ministry of Home Affairs (2011) „Census 2011: Source of Lighting 2001-2011‟ 

http://www.censusindia.gov.in/ （2013/2/1 アクセス） 

 

 

http://www.censusindia.gov.in/
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図表 24 世帯が使用する光源の内訳（農村部、％） 

  
（出所）Ministry of Home Affairs (2011) „Census 2011: Source of Lighting 2001-2011‟ 

http://www.censusindia.gov.in/ （2013/2/1 アクセス） 

 

http://www.censusindia.gov.in/
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電力へのアクセスについては社会グループ間でも格差が見られる。指定カーストや指定

部族、その他後進階級（Other Backward Classes）の家庭で電気を利用できる世帯の割合

は他の社会グループに比較して低くなっている。インド全体で見ると、電気を利用できる

家庭の割合は、2008-2009 年で 84.3％に達する。他方、指定カーストは 61.2％、指定部族

は 66.4％、その他後進階級は 75.3％となっている。また、ビハール州とウッタル・プラデ

シュ州では、3つの社会グループの電気を使用できる世帯の割合は 5割を切っている。特に

ビハール州では、指定カーストの 26.3％、指定部族の 27.9％、その他後進階級の 34.6％の

世帯しか電気を利用することが出来ない。 
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図表 25 家庭で電気を使用できる世帯の割合（指定カースト、指定部族別、％） 

 
（出所）Planning Commission（2011）„India Human Development Report 2011: Towards Social Inclusion‟, 

p.391 

http://www.pratirodh.com/pdf/human_development_report2011.pdf （2013/3/13 アクセス） 

 

http://www.pratirodh.com/pdf/human_development_report2011.pdf
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(2) 上下水道 

安全な水へのアクセスを確保することは、下痢等の水因性疾患（waterborne disease）の

発生率を下げ、ひいては何百万人の命を救うことになるため非常に重要な問題である17。 

インドの給水施設の整備状況を見ると、インド全体で上水道から飲料水を得ている世帯

は 2001年の 36.7％から 2011年には 43.5％に改善している。井戸から飲料水を得ている世

帯は 18.2％から 11.0％に、人力ポンプや管井戸（tubewell）から飲料水を得ている世帯は

41.2％から 42％となっていることから、井戸を利用していた世帯が減った分がほぼそのま

ま上水道を利用できるようになったことが推測される。 

インド全体で上水道へのアクセス率が向上しているが、地域間格差は大きい。2011 年の

上水道率について、ウッタル・プラデシュ州は 27.3％、ビハール州は 4.4％、アッサム州は

10.5％、西ベンガル州は 25.4％、ジャールカンド州は 12.9％、オリッサ（Odisha）州は 13.8％、

チャッティースガル州は 20.7％、マディヤ・プラデシュは 23.4％となっており、上水道率

は全国平均に比べて著しく低くなっている。2001 年と比較した改善率についても、これら

の州は全国平均よりも改善率が低く、特にマディヤ・プラデシュ州は上水道へのアクセス

率が低くなっている。これらの州は貧困率も高く、貧困率が高い州で基礎インフラ整備が

遅れていることがうかがえる。 

また、これらの州の間でも飲料水を得る手段は大きく異なっている。人力ポンプと管井

戸を使用する世帯の割合は、ウッタル・プラデシュ州で 67.9％、ビハール州で 89.6％、ア

ッサム州で 59.4％、西ベンガル州で 66.8％、オリッサ州で 61.4％、チャッティースガル州

で 65.6％、マディヤ・プラデシュ州で 54.6％となっており、上水道へのアクセス率が低い

州に住む世帯の多くは人力ポンプや管井戸から飲料水の供給を受けている。しかし、ジャ

ールカンド州では井戸から飲料水を得る世帯が 36.5％、人力ポンプ・管井戸から飲料水を

得る世帯が 47.3％となっており、他の州に比較して井戸から飲料水を得る世帯が多くなっ

ている。 

                                                   
17 Planning Commission（2011）„India Human Development Report 2011: Towards Social Inclusion‟, p.170 
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図表 26 上水道へのアクセスが可能な世帯数・世帯率（全国、2011 年） 

 
（出所）Ministry of Home Affairs (2011) „Census 2011: Main Source of Drinking Water‟,  

http://www.censusindia.gov.in/2011census/hlo/hlo_highlights.html （2013/1/21 アクセス） 

 

次に都市部と農村部の上水道のアクセス状況の格差を見ると、2011 年には、都市部では

70.6％の人々が上水道によって飲料水を得ることが出来ている。ただし、2001 年の上水道

へのアクセス率が 68.7％であったことを踏まえると改善率が高いとはいえない。 

また、州別の格差も大きい。ヒマーチャル・プラデシュ州やチャッティースガル州、シ

ッキム州などのように上水道へのアクセス率が 90％を超える州がある一方で、ビハール州、

アッサム州、ジャールカンド州、オリッサ州の上水道へのアクセス率は 50％を下回ってい

る。ウッタル・プラデシュ州、西ベンガル州、チャッティースガル州、マディヤ・プラデ

シュ州の上水道へのアクセス率は50％台ないし60％台でビハール州等に比べると上水道へ

のアクセス率が高くなっているが、それでも全国平均の 70.6％は下回っている。また、都

市部では井戸よりも人力ポンプや管井戸から飲料水を得る世帯が多く、上記 8 州について

http://www.censusindia.gov.in/2011census/hlo/hlo_highlights.html
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も、人力ポンプや管井戸から飲料水を得ている世帯が多い。ただし、アッサム州、ジャー

ルカンド州、オリッサ州は 2割弱の人々が井戸から飲料水を得ている。 

農村部の上水道整備状況を見ると、2011年の上水道へのアクセス率が 30.8％で、都市部

平均の 70.6％の半分以下にとどまる。農村部についても地域間格差は大きく、ヒマーチャ

ル・プラデシュ州やチャンディガル連邦直轄地など、都市部での上水道へのアクセス率が

高かった州は、農村部でも 90％前後が上水道を利用しており、普及はかなり進んでいる。

他方、ウッタル・プラデシュ州、ビハール州、アッサム州、西ベンガル州、オリッサ州、

チャッティースガル州、マディヤ・プラデシュ州のアクセス率は 2 割程度かそれ以下であ

り、特にウッタル・プラデシュ州と西ベンガル州を除く 6 州ではアクセス率が 1 割にも満

たない。最も上水道が普及していないのがビハール州で、アクセス率はわずか 2.6％にと

どまる。8 州に住む人々の飲料水入手手段は、ジャールカンド州とマディヤ・プラデシュ

州では井戸から飲料水を得る世帯が比較的多いが、他の 6 州では人力ポンプや管井戸から

飲料水を得る世帯が多くなっている。 
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図表 27 上水道にアクセス可能な世帯数世帯率（都市部、2011 年） 

 
（出所）Ministry of Home Affairs (2011) „Census 2011: Main Source of Drinking Water‟ 

http://www.censusindia.gov.in/2011census/hlo/hlo_highlights.html （2013/1/21 アクセス） 

http://www.censusindia.gov.in/2011census/hlo/hlo_highlights.html
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図表 28 上水道にアクセス可能な世帯数・世帯率（農村部、2011 年） 

 

（出所）Ministry of Home Affairs (2011) „Census 2011: Main Source of Drinking Water‟ 

http://www.censusindia.gov.in/2011census/hlo/hlo_highlights.html （2013/1/21 アクセス） 

http://www.censusindia.gov.in/2011census/hlo/hlo_highlights.html
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次に衛生施設の普及率を見ると、2011年で水洗トイレを持つ世帯は全国平均でも 36.4％

にとどまり、上水設備に比べると整備が遅れているといえる。ウッタル・プラデシュ州の

水洗トイレ普及率は 29.8％、ビハール州が 20.1％、アッサム州が 28.5％、西ベンガル州が

31.9％、ジャールカンド州が 20.4％、オリッサ州が 17.7％、チャッティースガル州が 21.0％、

マディヤ・プラデシュ州が 26.1％と、これらの州では水洗トイレ普及率は 30％程度かそれ

以下の水準となっている。これらの州も 2001年と比較すると水洗トイレの普及は進んでお

り、2011 年は 2001 年比で 2 倍から 3 倍、または、それ以上の伸び率で水洗トイレが普及

している。しかし、2001 年時点の普及率が著しく低かったことから、高い増加率を記録し

ても、2011年時点の水洗トイレ普及率は全国平均を下回る結果となっている。 

竪穴式トイレ（pit latrine）の普及率も 9.4％にとどまり、半数以上の 53.1％の世帯にはト

イレが設置されていない。衛生施設が未整備であると、水因性疾患の発生率が高まること

に加え、特に女性にとって、自宅にトイレがないことはプライバシーや尊厳、安心感とい

った心理的な問題にも関わってくる18。また、特に女児にとって、学校で上水道、衛生施設

が整備されることで、通学する上での心理的抵抗が尐なくなるとされる19。 

 

                                                   
18 Planning Commission（2011）„India Human Development Report 2011: Towards Social Inclusion‟, p.170 
19 Planning Commission（2011）„India Human Development Report 2011: Towards Social Inclusion‟, p.170 



 

 30 

図表 29 衛生施設へのアクセス世帯数・アクセス世帯率（全国、2011 年） 

 
（出所）Ministry of Home Affairs (2011) „Census 2011:Availability and Type of Latrine Facility‟ 

http://www.censusindia.gov.in/2011census/hlo/hlo_highlights.html （2013/1/21 アクセス） 

 

次に衛生施設の都市部と農村部の格差を見ると、都市部では 2001 年から 2011 年にかけ

て、水洗トイレの普及率が 46.1％から 72.6％に上昇しているのに対して、農村部では同期

間で 7.1％から 19.4％に上昇しているに過ぎない。このように水洗トイレの普及率は農村部

で低い上に普及の進捗度も遅い。 

以下、州別に見ると、都市部の水洗トイレ普及率について、ウッタル・プラデシュ州、

アッサム州、マディヤ・プラデシュ州では水洗トイレの普及率が 7 割を超えており、うち

ウッタル・プラデシュ州は全国平均を上回っている。その他、ビハール州、西ベンガル州、

ジャールカンド州では6割を超え、オリッサ州とチャッティースガル州でもそれぞれ58.8％、

58.7％と 6割近い普及率となっている。 

他方、農村部における水洗トイレ普及率を見ると、アッサム州は 20.6％で 2 割をかろう

http://www.censusindia.gov.in/2011census/hlo/hlo_highlights.html
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じて上回っているが、ウッタル・プラデシュ州、ビハール州、西ベンガル州、オリッサ州、

チャッティースガル州、マディヤ・プラデシュ州における普及率は 10％であり、ジャール

カンド州では普及率が 6.2％と、10％を下回っている。 
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図表 30 衛生施設へのアクセス世帯数・アクセス世帯率（都市部、2011 年） 

 

（出所）Ministry of Home Affairs (2011) „Census 2011:Availability and Type of Latrine Facility‟  

http://www.censusindia.gov.in/2011census/hlo/hlo_highlights.html （2013/1/21 アクセス） 

http://www.censusindia.gov.in/2011census/hlo/hlo_highlights.html
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図表 31 衛生施設へのアクセス世帯数・アクセス世帯率（農村部、2011 年） 

 

（出所）Ministry of Home Affairs (2011) „Census 2011:Availability and Type of Latrine Facility‟  

http://www.censusindia.gov.in/2011census/hlo/hlo_highlights.html （2013/1/21 アクセス） 

 

http://www.censusindia.gov.in/2011census/hlo/hlo_highlights.html
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(3) 交通インフラ 

インドの道路ネットワークは徐々に整備されてきており、2006 年には道路の総距離数が

400万kmを超えている。一方、道路の舗装率は距離数の増加に追いついているとはいえず、

2008年時点でも 5割弱にとどまっている。 

2004 年という古い数字ではあるが、各州の 100km2当たりの道路距離を見ると、インド

全体の平均が 100km2当たり 81.2km となっている。各州の貧困状況と照らし合わせると、

2009-2010 年に貧困線以下で暮らす人々の割合が全国平均以下の州はアッサム州、ビハー

ル州、チャッティースガル州、ジャールカンド州、マディヤ・プラデシュ州、マニプール

州、オリッサ州、ウッタル・プラデシュ州であったが、アッサム州、オリッサ州、ウッタ

ル・プラデシュ州を除く 5州は道路距離でも全国平均を下回っている。 

 

図表 32 道路ネットワークおよび舗装率推移 
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（出所）World Bank, World Development Indicators 

http://databank.worldbank.org/ddp/home.do （2013/3/1 アクセス） 

 

http://databank.worldbank.org/ddp/home.do
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図表 33 州別 100km
2当たりの道路距離（2004 年） 

 

（出所）Planning Commission（2011）‟India Human Development Report 2011: Towards Social Inclusion‟, 

p.395 

http://www.pratirodh.com/pdf/human_development_report2011.pdf （2013/3/13 アクセス） 

 

http://www.pratirodh.com/pdf/human_development_report2011.pdf
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